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不開示理由等 所管局部課等

2 R8.1.19 R8.2.3

平成30 年から現在まで開示請求者の委任状を使用して申請された固定
資産（土地家屋）評価証明書及び開示請求者を申請者として申請された
固定資産（土地家屋）評価証明書の申請書類と委任状全て、使用目的、
申請目的を含むすべての情報

1 1 1

請求に係る公文書の存否を答えることにより、特定の個人に係る固定資産の証明に関する申請の有無が明らか
になる。この情報は「個人に関する情報で特定の個人を識別することができるもの」（東京都情報公開条例第
７条第２号本文）に該当するとともに、公にすることにより納税者との信頼関係を壊すものであって、税務事
務の「適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの」（東京都情報公開条例第７条第６号）に該当する。
よって、請求に係る公文書の存否を答えるだけで、上記不開示情報を開示することとなるため、東京都情報公
開条例第10条に基づき、公文書の存否を明らかにしないで不開示とする。

主税局資産税部固
定資産税課

3 R8.1.12 R8.2.6
豊島都税事務所の固定資産税に関する事務について、業務一覧、職員の
役割分担、職員の決裁権限がわかる資料 1 1

主税局豊島都税事
務所固定資産税課

【固定資産税都市計画税継続非課税調査復命書】
・「所有者等」欄の所有者以外の記載項目・・・条例第７条第３号
法人の内部管理情報に当たり、これを公にすることにより、当該法人の競争上又は事務運営上の地位その他社
会的な地位が損なわれると認められるため。

・非課税対象資産欄の記載項目・・・条例第７条第３号
法人の内部管理情報に当たり、これを公にすることにより、当該法人の競争上又は事務運営上の地位その他社
会的な地位が損なわれると認められるため。

・調査結果及び決定日欄の記載項目・・・条例第７条第６号
法人の内部管理情報、納税者からの申告により得た情報及び納税者の協力を得て調査を行った内容が記載され
ている。これらを公にすることにより、納税者との信頼関係が損なわれ、今後の税務調査に協力を得られなく
なるおそれがあるため。

・調査事務所コード及び調査事務所名欄の記載項目・・・条例第７条第３号
対象資産の所在は法人の内部管理情報に当たる。これを公にすることにより資産の所在区が判明し、当該法人
の競争上又は事務運営上の地位その他社会的な地位が損なわれると認められるため。

・決裁欄の印影・・・条例第７条第３号
対象資産の所在は法人の内部管理情報に当たる。印影を公にすることにより調査を行った職員及び資産の所在
区が判明し、当該法人の競争上又は事務運営上の地位その他社会的な地位が損なわれると認められるため。

・添付書類・・・条例第７条第３号
当該法人が所有する固定資産の内容は法人の内部管理情報に当たる。これらを公にすることにより、当該法人
の競争上又は事務運営上の地位その他社会的な地位が損なわれると認められるため。

・添付書類・・・条例第７条第６号
法人の内部管理情報、納税者からの申告により得た情報及び納税者の協力を得て調査を行った内容が記載され
ている。これらを公にすることにより、納税者との信頼関係が損なわれ、今後の税務調査に協力を得られなく
なるおそれがあるため。

【固定資産税都市計画税非課税調査票】
・氏名コード、住所、連絡先、電話、非課税理由、開始年度及び備考欄の記載項目・・・条例第７条第３号
法人の内部管理情報に当たり、これを公にすることにより、当該法人の競争上又は事務運営上の地位その他社
会的な地位が損なわれると認められるため。

・決裁、町名コード及び町名欄の記載項目・・・条例第７条第３号
対象資産の所在は法人の内部管理情報に当たる。これを公にすることにより資産の所在区が判明し、当該法人
の競争上又は事務運営上の地位その他社会的な地位が損なわれると認められるため。

・物件明細欄の記載項目・・・条例第７条第３号
法人の内部管理情報に当たり、これを公にすることにより、当該法人の競争上又は事務運営上の地位その他社
会的な地位が損なわれると認められるため。

・確認記録欄の記載項目・・・条例第７条第６号
法人の内部管理情報及び納税者からの申告により得た情報が記載されている。これらを公にすることにより、
納税者との信頼関係が損なわれ、今後の税務調査に協力を得られなくなるおそれがあるため。

・確認記録欄の印影・・・条例第７条第３号
対象資産の所在は法人の内部管理情報に当たる。印影を公にすることにより調査を行った職員及び資産の所在
区が判明し、当該法人の競争上又は事務運営上の地位その他社会的な地位が損なわれると認められるため。

主税局資産税部固
定資産税課

1

決定区分 （根拠規定）条例７条

R7.12.15 R8.2.31
(1) 固定資産税都市計画税継続非課税調査復命書及び添付資料
等一式
(2) 固定資産税都市計画税非課税調査票

2 1 1
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決定区分 （根拠規定）条例７条

4 R8.1.12 R8.2.6 豊島都税事務所の固定資産税に関する事務について、職員名がわかる資
料

本件開示請求の対象は、都民情報ルームにある「東京都職員名簿」により閲覧可能であ
る。そのため、東京都情報公開条例第18条第２項に規定する「一般に閲覧させ、若しくは
貸し出すことができるとされているもの又はインターネットの利用その他実施機関の定め
る方法により公表若しくは提供を行っている情報と同一の情報が記載された公文書」に該
当することから、公文書の開示をしない。

主税局豊島都税事
務所固定資産税課

5 R8.1.28 R8.2.4 ・東京都特別区令和７年度地籍図（shapeデータ）
・東京都特別区令和６年度家屋形状（shapeデータ） 1 1

主税局資産税部固
定資産評価課

6 R7.12.19 R8.2.13

東京都の固定資産台帳の電磁的記録の最新分
※ csv やエクセル等の表形式のデータがある場合はそれを対象とす
る。
※ 当該情報の情報時点もお示しください。

1

都においては、地方税法第380条第１項に定められる固定資産課税台帳の備付けを、地方
税法第380条第２項及び東京都都税条例施行規則第25条の定めるところにより、課税マス
ターファイルの備付けにより行っている。
地方税法第382条の２に定められる固定資産課税台帳の閲覧においては、閲覧の申請があ
る度に、その都度課税マスターファイルに記録された情報をもとに閲覧用の課税台帳を生
成している。よって、課税台帳は電磁的記録として常に保有しているものではない。以上
のとおり、当該公文書は、実施機関では作成及び取得しておらず、存在しないため、不開
示とする。

主税局資産税部固
定資産税課

7 R7.12.17 R8.2.13 2025 年4 月1 日から2025 年4 月30 日に登記所から取得した「発行済
通知書一覧」の電磁的記録 1 1 1 1 1

【開示しない部分】
「登記済通知書一覧」の電磁的記録のうち、受付年月日、受付番号、物件及び不動産番号

【開示しないこととする根拠規定及び当該規定を適用する理由】
・他の情報と照合することで、特定の個人及び法人を識別可能であり、また公にすること
で、法人の事業運営上の地位その他社会的な地位が損なわれると認めれられるため。（東
京都情報公開条例第７条第２号及び第３号該当）

・不動産登記簿に記載される情報であり、これを開示することで、不動産登記法により体
系的に構築された不動産登記簿の閲覧制度の趣旨を大きく損ない、東京法務局の適正な事
業の遂行に支障を及ぼすおそれがある。（東京都情報公開条例第７条第６号該当）

主税局資産税部固
定資産税課

8 R8.2.9 R8.2.18
・東京都特別区令和７年度地籍図（shapeデータ）
（マスターデータは、地籍図Shapeデータに含まれています）
・東京都特別区令和６年度家屋形状（shapeデータ）

1 1
主税局資産税部固
定資産評価課

9 R8.1.29 R8.2.12
私の持ち家である住所○○に不正法人登記されており、その法
人の情報（できるだけ詳細）開示を求める。 1 請求に係る公文書は、東京都で作成及び取得しておらず、存在しないため。

千代田都税事務所
法人事業税課

表の見方

＜決定区分＞

・開示、一部開示、不開示（開示しない）、不存在（文書が存在しない）、存否応答拒否（文書があるかないかを明らかにしない）のうち、該当する項目に「１」を記入しています。

＜（根拠規定）条例7条＞

・一部開示及び不開示について、条例７条各号のいずれを根拠として不開示としたのかについて、該当する項目に「１」を記入しています。

＜公文書の件名＞について

・特定の個人名、法人名、またそれらの特定に結びつく可能性のある情報は○○と表記しています。

・決定区分が不存在の場合や存否応答拒否の場合は、開示請求書の請求件名を記載しています。ただし、個人情報・法人情報保護に配慮し、簡潔に表記する場合があります。


